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 2 大学の競争力の強化 

（１） 世界の科学技術・基礎研究をリードする大学の形成 

国際競争力のある大学づくりのためには、国公私立大学を問わず、大学における競争的環境の

醸成を一層促進することが求められている。文部科学省では、中央教育審議会答申「新時代の大

学院教育」（平成17年９月）、科学技術基本計画及び平成14年度から実施している「21世紀ＣＯＥ

プログラム」の成果を踏まえ、我が国の大学院の教育研究機能を一層充実・強化するため、平成

19年度より、若手研究者の育成機能の強化や拠点の国際性をより重視した「グローバルＣＯＥプ

ログラム」を実施し、国際的な卓越した教育研究拠点の形成を重点的に支援している。平成20年

度までに、40大学131拠点を採択した。 

また、我が国全体の基礎研究の更なる発展のためには、国公私立大学を問わず大学の研究ポテ

ンシャルを活用し、研究者が共同で研究を行う体制の整備が求められている。文部科学省では、

科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会報告「学術研究の推進体制に関する審議のま

とめ」（平成20年５月27日）を踏まえ、平成20年度に国公私立大学を通じたシステムとして、新

たに共同利用・共同研究拠点の文部科学大臣による認定制度を設けた。 

（２） 個性・特色を活
い

かした大学の活性化 

（地域に開かれた大学の育成） 

地域における大学は、地域にとって重要な知的・人的資源であり、地域に開かれた存在として

地域全体の発展に一層寄与すべきである。 

地域再生本部は、平成18年２月に、「地域の知の拠点再生プログラム」を決定し、平成20年３

月には、新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業、地域イノベーション創出研究開発事

業等、新規施策を導入するなどの改正を行い、本プログラムを充実させたところである。これを

受けて内閣府では、平成20年12月までに、本プログラムを活用した地域再生計画を80件認定して

おり、大学等と地域が連携した様々な取組が進展している。 

文部科学省では、本プログラムが策定された平成18年度より、新たに科学技術振興調整費「地

域再生人材創出拠点の形成」プログラムを設け、地域の大学等が地元の自治体との連携により科

学技術を活用して地域に貢献する優秀な人材を輩出する「地域の知の拠点」を形成する取組を公

募し、平成21年３月までに、35課題を採択し支援している。 

また、地域活性化統合本部会合は、平成20年12月に地方再生のための総合的な戦略を取りまと

めた「地方再生戦略」（平成19年11月）の一部改訂を了承し、地域を活性化させる「人材力の強

化」に向けて、「地域と大学等の連携を通じ、地域での『産学官連携』の推進」に取り組む必要が

あるとしたところである。 

 3 イノベーションを生み出すシステムの強化 

（１） 世界トップレベル研究拠点の形成 

近年、優れた頭脳の獲得競争が世界的に激化してきている中で、我が国の科学技術水準を維持・

向上させていくためには、優秀な人材の世界的な流動の「環
わ

」の中に位置付けられ、内外の研究

人材が自然に蓄積されるような研究機関を我が国にもつくっていく努力が必要となっている。 

このような問題意識の下、世界から第一線の研究者が集まる優れた研究環境と高い研究水準を
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誇る「目に見える拠点」の形成を目指す「世界トップレベル研究拠点（ＷＰＩ）プログラム」1を

推進している。本プログラムは、平成19年度に開始されたものであり、１拠点当たり年間５～20

億円、平均14億円の支援を10年から15年にわたって行い、平成19年10月に採択された以下の５

拠点が活動している（第２-３-９図）。 

・東北大学「原子分子材料科学高等研究機構（ＡＩＭＲ）」 

・東京大学「数物連携宇宙研究機構（ＩＰＭＵ）」 

・京都大学「物質-細胞統合システム拠点（ｉＣｅＭＳ）」 

・大阪大学「免疫学フロンティア研究センター（ＩＦＲｅＣ）」 

・物質・材料研究機構「国際ナノアーキテクトニクス研究拠点（ＭＡＮＡ）」 

また「世界トップレベル研究拠点プログラム委員会」を中心とした強力なフォローアップ体制

を構築し、進
しん

捗
ちょく

状況の確認等を行うことにより、「目に見える拠点」の確実な実現を目指してい

る。 

 

第２-３-９図 世界トップレベル研究拠点（ＷＰＩ）プログラム概要図 

  

世界トップレベル研究拠点（ＷＰＩ）プログラム

World Premier International Research Center (WPI) Initiative

背景：
近年、優れた頭脳の獲得競争が世界的に激化してきている中で、我が国が科学技術水準を維持・向上させていくためには、優秀な人材の世界的な流動の「環」の中に

位置づけられ、内外の研究人材が自然に蓄積されるような研究機関を我が国にも作っていく努力が必要となっています。

事業概要：
高いレベルの研究者を中核とした世界トップレベルの研究拠点形成を目指す構想に対して集中的な支援を行い、システム改革の導入等の自主的な取組を促すこと

により、世界から第一線の研究者が集まる、優れた研究環境と高い研究水準を誇る「目に見える拠点」の形成を目指しています。

東北大学
原子分子材料科学高等研究機構(AIMR)
■研究概要：
ー原子分子制御法を駆使した革新的な

材料創製とデバイス・システムの構築ー
材料科学、物理学、化学等の分野における東北大学の
基礎研究力を結集し、原子及び分子を思いのままに操

作する手法を用いることなどにより、ナノ金属ガラス磁
性材料、エコ型発光材料など、今までにない優れた機
能を発現する革新的新物質・新材料などを創製するこ
とを目指す。

物質・材料研究機構
国際ナノアーキテクト二クス研究拠点(MANA)
■研究概要：
ーナノアーキテクトニクスに基づく

持続可能な発展に資する材料の開発ー
ナノアーキテクトニクス、すなわち個々のナノスケール
ユニットを意図した構造に配置させうる新技術体系を導
入し、材料開発に新パラダイムを開き、それによって持
続的な発展に資する新材料、たとえば革新的な新超伝
導材料、脳型情報処理のための新材料、新たな光電変
換ディバイスのための新材料などの開発を目指す。

京都大学
物質－細胞統合システム拠点（iCeMS)
■研究概要：
ー幹細胞とメゾ制御による細胞科学と

物質科学の統合領域の創出ー
メゾスケール(10-100ナノメートル)での予測不

可能で経験知の働かない現象を理解する科学
分野を創造し、幹細胞を基礎とする細胞科学と
統合した学際領域を創出する。これにより、省エ
ネルギーで環境汚染の無い化学、人工光合成、
体内での薬物合成と解毒技術、世界でもっとも
進んだ再生医療などの実現を目指す。

東京大学
数物連携宇宙研究機構(IPMU)
■研究概要：
ー数学、物理学、天文学の連携による

宇宙の起源と進化の解明ー
現代基礎物理学の最重要課題である暗黒エネルギー、
暗黒物質、ニュートリノ、統一理論（超弦理論や量子重
力）等の研究を数学、物理学、天文学の英知を結集して
進め、素粒子に働く力や重力の起源と時空構造との関
係を明らかにし、宇宙の起源と進化の解明を目指す。

取組内容：
○平成１９年度に公募により5件を選定

・ 期間 ：１０～１５年（５年ごとに評価を実施）
・支援額：１拠点あたり５～２０億円、平均１４億円／年

○研究対象
・基礎研究分野、融合領域

○高い研究水準
・中核となるクリティカル・マスを超える優れた研究者の集合

○研究拠点のイメージ
・世界トップレベルの主任研究者10～20人程度あるいはそれ以上
・総勢200人程度あるいはそれ以上
・研究者のうち常に30％程度以上は外国人

○国際水準の魅力的な研究環境と生活環境を整備
・拠点長の強力なリーダーシップ
・職務上使用する言語は事務部門も含め英語が基本
・厳格な評価システムと評価に基づく給与
・スタッフ機能の充実などにより、研究者が研究に専念できる
環境を提供

・世界トップレベル研究拠点にふさわしい施設・設備環境
・宿舎の提供、子女教育支援や生活支援の充実

○フォローアップ
・「世界トップレベル研究拠点プログラム委員会」を中心とした

強力なフォローアップ体制を構築

○資金の特徴
・拠点形成のための基盤的経費を支援､主な使途は人件費で、
そのほかスタートアップ経費や設備備品費などにも使用可能

・研究資金と施設整備資金は提供しないため、自助努力で確保
・研究資金、施設整備資金を含めて支援額と同程度以上
のリソースの確保を義務化

大阪大学
免疫学フロンティア研究センター（IFReC)
■研究概要：
ー生態イメージング技術を用い、動的な免疫系の解明ー
体の外から体内の免疫細胞の動きや細胞間の情報交換
を直接目で見ることのできるイメージング（画像化）技術等

を開発し、体内での動的な免疫システムの全貌を明らか
にするとともに、免疫疾患（感染症、自己免疫疾患、アレ
ルギーなど）や癌の診断・治療の飛躍的発展を目指す。

 
  

 

（２） 研究開発の発展段階に応じた多様な研究費制度の整備 

（イノベーション創出をねらう競争的研究の強化） 

基礎研究で生み出された科学的発見や技術的発明については、単に論文にとどまることなく、

社会的・経済的価値創造に結び付け、社会・国民へ成果を還元する必要がある。このため、目的

                                                  
1 World Premier International Research Center (WPI) Initiative 
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基礎研究や応用研究においては、研究者の知的好奇心の単なる延長上の研究に陥ることのないよ

う適切な研究のマネジメントが必要である。科学技術振興機構においては、戦略的創造研究推進

事業として、イノベーション創出を目指して国が定めた戦略目標の達成のため、研究進捗管理等

を行う責任と裁量あるプログラムオフィサーの下、戦略重点科学技術を中心とした基礎研究を戦

略的に推進している。また、大学等の研究成果を社会還元するための応用研究として、産学共同

シーズイノベーション化事業や独創的シーズ展開事業等を推進している。 

農業・食品産業技術総合研究機構が実施する「イノベーション創出基礎的研究推進事業」にお

いては、農林水産・食品産業等への貢献を目指した事業趣旨を研究課題の選考・評価委員に明確

に伝えた上で、採択に当たっての審査及び実施課題の評価を行っている。このうち、中間年次と

なった研究課題については、研究成果の総括及び今後の研究の進め方について中間評価を実施し

ている。これらの結果をプログラムオフィサーが研究者に伝えるなど、事業趣旨に合致した研究

課題の実施に向けた取組が行われている。 

（先端的な融合領域研究拠点の形成） 

第３期科学技術基本計画では、イノベーションの創出に向けては、世界を先導し得る研究領域

を生み出すとの視点から、産業界の協力も得ながら、特定の先端的な研究領域に着目して研究教

育拠点の形成のための重点投資を行うことが有効であるとしている。 

文部科学省では、平成18年度から科学技術振興調整費により、先端的融合領域において、産学

官の協働による、将来的な実用化を見据えた基礎的段階からの研究開発を行う拠点を形成する機

関を支援する「先端融合領域イノベーション創出拠点の形成」プログラムを実施しており、現在

21の研究機関において取組が進められている。また、平成20年度は平成18年度に採択された課題

の３年目となり、絞り込みのための再審査を実施した。審査の結果、平成21年度から本格的実施

に移行する課題（継続課題）として４課題、本格的実施に移行しないが21年度の再審査への申請

を認める課題（再エントリー可能課題）として４課題、本格的実施に移行せず21年度の再審査へ

の申請を認めない課題（終了課題）として１課題を決定した。 

（府省を超えた研究費制度の改革） 

総合科学技術会議では、科学技術基本計画の策定、資源配分の調査・審議等に必要なマクロ分

析に活用する「政府研究開発データベース」について、所要データの蓄積など構築を行い、公的

研究費制度改革を図っている。 

各府省の研究費制度や産学官の研究機関における研究開発は、基礎的段階から実用化段階まで

広範にわたっているが、制度や機関を超えて切れ目なく研究開発を発展させ、実用化につないで

いく仕組みの構築が求められている。平成20年度には、内閣府所管の沖縄イノベーション創出事

業では、関係機関との情報共有を行い、実際に府省を超えて他省の事業との連携事例も創出され

ている。また、厚生労働省所管の厚生労働科学研究費補助金では、他省庁の研究事業と評価委員

会の共有やマッチングファンドを行う事業があり、他省庁との事業の連携及び開発の分担を通じ

た研究成果の実用化の促進を図っている。そして、農林水産省では、他府省の基礎・基盤的研究

で生まれた技術シーズや他分野の研究成果を農林水産分野に応用する研究を実施している。 

（３） 産学官の持続的・発展的な連携システムの構築 

21世紀は、「知の世紀」といわれており、「知」の創造とその活用を図ることが、我が国の将来
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の発展に不可欠であり、産学官連携は絶えざるイノベーション創出のための手段として重要であ

る。我が国の産学官連携は最近大きく進んでいるが、世界トップレベルの我が国の大学の研究ポ

テンシャルから見て必ずしも十分なものではなく、今後の一層の促進が必要であり、各種取組の

強化を図っている。 

平成20年６月、内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、日本経済団体連合会、日本学術会

議の主催で、産学官連携の一層の推進を図るため、全国の企業・大学・行政等のリーダーや実務

者による「第７回産学官連携推進会議」を開催した。産学官の代表による講演に加え、具体的な

課題について、分科会形式で実務者レベルでの協議を行った。また、同会議において産学官連携

功労者表彰式を実施。産学官連携に多大な貢献をした優れた成功事例に対し、内閣総理大臣賞１

件を含む16件の表彰を行った（第２-３-10表）。 

 

第２-３-10表 第６回産学官連携功労者表彰受賞者 
  

賞 受賞事例 受賞者 

内閣総理大臣賞 
超高密度HDDのための高性能

トンネル磁気抵抗素子の開発

湯
ゆ

浅
あさ

 新
しん

治
じ

 産業技術総合研究所 エレクトロニクス研究 

 部門研究グループ長 

鈴
すず

木
き

 義
よし

茂
しげ

 大阪大学 教授 

ジャヤプラウィラ ダビッド キヤノンアネルバ株式会社エレクトロン 

 デバイス事業本部 部長 

科学技術政策

担当大臣賞 
完全養殖クロマグロの産業化

熊
くま

井
い

 英
ひで

水
み

 近畿大学 理事、教授 

大
おお

原
はら

 司
つかさ

 株式会社アーマリン近大 代表取締役社長 

科学技術政策

担当大臣賞 

周波数解析法を用いた生体認

証装置の開発 

梅
うめ

崎
ざき

 太
たい

造
ぞう

 名古屋工業大学 教授 

中
ちゅう

央
おう

発
はつ

條
じょう

株
かぶ

式
しき

会
がい

社
しゃ

 

株
かぶ

式
しき

会
がい

社
しゃ

ディー・ディー・エス 

総務大臣賞 
「超高速インターネット衛星通

信システムのコア技術」の開発

立
たて

居
い

場
ば

 光
みつ

生
お

 有明工業高等専門学校 校長、九州大学 名誉教授 

日
にっ

本
ぽん

電
でん

気
き

株
かぶ

式
しき

会
がい

社
しゃ

 航
こう

空
くう

宇
う

宙
ちゅう

・防
ぼう

衛
えい

事
じ

業
ぎょう

本
ほん

部
ぶ

宇
う

宙
ちゅう

シ
し

ス
す

テ
て

ム
む

事
じ

業
ぎょう

部
ぶ

 

三
みつ

菱
びし

電
でん

機
き

株
かぶ

式
しき

会
がい

社
しゃ

 鎌
かま

倉
くら

製
せい

作
さく

所
しょ

 

文部科学大臣賞 
「高分解能三次元電子顕微鏡装

置」の開発 

陣
じん

内
ない

 浩
ひろ

司
し

 京都工芸繊維大学 准教授 

日
に

本
ほん

電
でん

子
し

株
かぶ

式
しき

会
がい

社
しゃ

 

文部科学大臣賞 

自立歩行を可能としたアク

ティブ歩行器「ハートステッ

プ」の開発 

小
こ

林
ばやし

 宏
ひろし

 東京理科大学 教授 

入
いり

江
え

 和
かず

隆
たか

 株式会社ハートウォーカージャパン 代表取締役 

佐
さ

藤
とう

 裕
ゆたか

 神田通信工業株式会社 開発技術部応用機器開発室 室長 

 （元株式会社日立メディコ マッスルケアプロジェクトリーダー） 

文部科学大臣賞 
函館マリンバイオクラスター

形成の推進 

米
まい

田
た

 義
よし

昭
あき

 財団法人函館地域産業振興財団 副理事長 

山
やま

内
うち

 晧
こう

平
へい

 愛媛大学 社会連携推進機構特命教授、南予水産研究センター 

 センター長 （元北海道大学 副理事、創成科学共同研究機構副理事長） 

宮
みや

嶋
じま

 克
かつ

己
み

 公立はこだて未来大学共同研究センター、産学官連携 

 コーディネーター（元北海道立工業技術センター 研究開発部長） 

厚生労働大臣賞 

血 栓 性 疾 患 関 連 酵 素

ADAMTS13の活性測定法の

開発 

宮
みや

田
た

 敏
とし

行
ゆき

 国立循環器病センター研究所 病因部 部長 

小
こ

亀
かめ

 浩
こう

市
いち

 国立循環器病センター研究所 脈管生理部 室長 

常
つね

見
み

 雅
まさ

彦
ひこ

 株式会社ペプチド研究所 企画開発部 部長 

農林水産大臣賞 
食品残さを活用した発酵リ

キッドフィーディングの開発

川
かわ

島
しま

 知
とも

之
ゆき

 農業・食品産業技術総合研究機構 畜産草地研究所 

 研究チーム長 

佐伯
さえき

 真
ま

魚
お

 日本大学 専任講師 

高
たか

橋
はし

 巧
こう

一
いち

 株式会社小田急ビルサービス、小田急フードエコロジーセンター 顧問 
  




